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　　“史上最厳”と評価される改正環境法は、 ７ 章70条で構成される。第 １ 章
の総則では環境保護政策を国家の基本政策と位置づけると同時に、環境保護
に関する知識を学校教育に組み込む方針も明示されている（第 ４ 条、 ９ 条）。
第 ２ 章以下の構成は、第 ２ 章監督管理、第 ３ 章環境の保護と改善、第 ４ 章汚


















































































































が、2016年 ４ 月に公布された「海外 NGO の国内活動管理法」では、海外 
NGO の国内での活動が規制される方向にある。この影響は国際基金や海外 

























































































































長江 黄河 珠江 松花江 淮河 海河 遼河 浙江・福建 西北 西南
2012 4.4 18.0 3.7 5.7 17.9 32.8 14.５ 0.0 2.0 0.0
2013 3.1 16.1 5.６ 5.7 11.7 39.1 　5.4 0.0 2.0 0.0



















































































































法（1995年 ８ 月公布、2000年 ４ 月改正、2016年 １ 月改正・施行）や水汚染防












に同市の ６ 企業を相手に訴訟を起こしている。起訴された ６ 企業はいずれも




　2014年 ８ 月には泰州市人民検察院［26］が被告 ６ 企業と責任者14名に、それ
ぞれ ２ 〜 ５ 年の懲役刑と16〜41万元の罰金刑を科していたが、 ９ 月に入って
同検察院の支援の下に、連合会が泰州市中級人民法院（裁判所）に民事賠償
を求めて起訴している。





























































































































　［ ３ ］『人民日報』2008年 ６ 月11日。
　［ ４ ］新華社通信　2013年12月 ９ 日。
　［ ５ ］『人民日報』2014年 ８ 月26日。
　［ ６ ］『人民日報』2015年 １ 月12日。
　［ ７ ］『人民日報』2015年 １ 月17日。
　［ ８ ］自然之友編『中国環境発展報告2015』社会科学文献出版社　67〜68頁。






























　［23］2014年 ４ 月 ２ 日に北京市では意見公募用に ３ 段階（ １ 段階 ２ 案）の水
価格方案を公表している。（１）使用量145㎥以下、１㎥当り4.95元、
180㎥ 以下、　5.0元、　（２）146〜200㎥、　7.0元、　181〜200㎥、　7.0元、　
（３）260㎥以上、9.0元（『人民日報』2014年４月３日）。
　［24］『人民日報』2014年 ４ 月18日。
　［25］「泰州市環境保護連合会訴江蘇常隆農化有限公司等六公司重大環境汚
染評析『環境保護』2016年No.10　47−49頁。
　［26］検察機関は最高人民検察院、地方各級（省、自治区、県）人民検察院
と専門人民検察院から構成される。
　［27］中国は二審制でありここでの判決が結審となる。
　［28］「水汚染防治法」（2008年 ６ 月施行）第29条：水への油類、酸液、塩液
あるいは劇毒廃液の排出を禁止する。　「侵権責任法」　（2010年 ７ 月施
行）第65条：環境汚染を引き起した汚染者は権益侵害に対する責任を
負わなければならない。第66条：環境汚染による紛争では、汚染者は
法律に基づいて、責任を負わないかあるいは軽減する理由ならびに行
為と損害に因果関係のないことについて証拠を示す責任がある。「民
事訴訟法」（2012年 ８ 月施行）第170条：原判決（一審判決）が事実を
正確に認定し、法律の適用が正確である場合は、控訴を却下し、原判
決、裁定を維持する。
−251−
　［29］「論環境行政執行法與刑事司法啣接中検察監督之完善」『環境保護』
2016年No.7.54〜56頁。
　［30］『人民日報』2015年 １ 月21日。
　［31］注［ ８ ］に同じ、69頁。
　［32］『人民日報』2014年 ４ 月18日。
　［33］　「中共中央の国民経済　・　社会発展第13次 ５ ヵ年規画建議」　に関する説
明。
